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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　運動効果器の運動機能が低下した患者に対するリハビリテーションを支援する装置にお
いて、
　運動機能が低下した運動効果器の動きを拘束する拘束具と、
　該拘束具により拘束された運動効果器の骨格筋を構成する腱に対して振動刺激を付与す
る刺激付与手段と、
　前記骨格筋の収縮又は伸張により運動効果器が動くべき方向に圧力を加える圧力印加手
段と
　を備えることを特徴とするリハビリテーション支援装置。
【請求項２】
　前記刺激付与手段を複数備え、各刺激付与手段により振動刺激を付与するタイミングを
制御する制御手段を備えることを特徴とする請求項１に記載のリハビリテーション支援装
置。
【請求項３】
　前記運動効果器は、上肢又は下肢であることを特徴とする請求項１又は請求項２に記載
のリハビリテーション支援装置。
【請求項４】
　運動効果器の運動に対する感覚を生成させる装置であって、
　運動効果器の動きを拘束する拘束具と、
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　該拘束具により拘束された運動効果器の骨格筋を構成する腱に対して振動刺激を付与す
る刺激付与手段と、
　前記骨格筋の収縮又は伸張により運動効果器が動くべき方向に圧力を加える圧力印加手
段と
　を備えることを特徴とする運動感覚生成装置。
【請求項５】
　前記運動効果器は、上肢又は下肢であることを特徴とする請求項４に記載の運動感覚生
成装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、四肢、首、腰などの運動効果器の運動機能が低下した患者に運動感覚を生成
させることによりリハビリテーションを行うリハビリテーション支援装置及び運動感覚生
成装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、筋力が低下した四肢の運動機能の回復を図るために、関節を中心にして外部から
機械的に四肢を動かしたり、関節の動きに負荷をかけたりするリハビリテーション支援装
置、トレーニング装置などが知られている（例えば、特許文献１及び２を参照）。
【特許文献１】特開平０７－３２３０４８号公報
【特許文献２】特開平１０－２５８１０１号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　しかしながら、上述したリハビリテーション支援装置、トレーニング装置では、外傷を
受けた四肢がギプスなどの拘束具により拘束され、物理的に動かすことができない段階で
は、リハビリテーション、トレーニングを開始することはできない。
【０００４】
　特に、脳損傷又は外傷等により四肢、首、腰などの運動効果器の運動制御が困難な状況
が長期にわたる場合、運動効果器を動かす感覚そのものが消失したり、これを制御する脳
中枢神経系が運動効果器が動かないことを誤学習し、その制御が更に難しくなるというジ
レンマを有している。
【０００５】
　また、近年では、リハビリテーションやスポーツトレーニングなどの分野でイメージト
レーニングが盛んに導入され始めており、何も想像せずにリハビリテーションやトレーニ
ングを行うよりも、自分があたかも運動を実行しているかのような一人称的運動イメージ
を描くほうが、リハビリテーション効果、トレーニング効果が高いことが知られている。
【０００６】
　しかしながら、現実的には運動関連領野を実際に賦活する一人称的運動イメージを想起
することは不得手な人も数多く、これらの人にとってはイメージトレーニングがあまり有
効ではないことが指摘されている。
【０００７】
　更に、従来では運動を想像する能力を定量的に評価する方法が存在しなかった。
【０００８】
　本発明は斯かる事情に鑑みてなされたものであり、運動機能が低下した運動効果器の骨
格筋を構成する腱に対して振動刺激を付与する構成とすることにより、ギプスなどの拘束
具により拘束されて動かすことができない段階でのリハビリテーションを支援する装置を
提供することを目的とする。
【０００９】
　本発明の他の目的は、拘束された運動効果器の骨格筋を構成する腱に対して振動刺激を
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付与する構成とすることにより、一人称的運動イメージを効率的に描かせることができる
運動感覚生成装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明に係るリハビリテーション支援装置は、運動効果器の運動機能が低下した患者に
対するリハビリテーションを支援する装置において、運動機能が低下した運動効果器の動
きを拘束する拘束具と、該拘束具により拘束された運動効果器の骨格筋を構成する腱に対
して振動刺激を付与する刺激付与手段と、前記骨格筋の収縮又は伸張により運動効果器が
動くべき方向に圧力を加える圧力印加手段とを備えることを特徴とする。
【００１２】
　四肢、首、腰などの運動効果器の骨格筋を構成する腱に振動刺激が付与された場合、骨
格筋内の筋紡錘が活動する。この筋紡錘は通常その筋肉が伸ばされた場合に活動するため
、振動刺激で活動する筋紡錘からの感覚情報を受け取る脳は、刺激された骨格筋が伸ばさ
れる方向の動きを感じる。すなわち、本発明では、運動効果器の実際の動きが伴わない場
合であっても、骨格筋を構成する腱に振動刺激を付与することにより疑似的な運動の経験
が可能となる。
【００１４】
　本発明にあっては、骨格筋を構成する腱に対して振動刺激を付与した際に運動効果器の
動きを感じる方向へ圧力を印加する。これにより患者が感じることができる運動感覚の強
弱の制御が可能となる。
【００１７】
　本発明に係るリハビリテーション支援装置は、前記刺激付与手段を複数備え、各刺激付
与手段により振動刺激を付与するタイミングを制御する制御手段を備えることを特徴とす
る。
【００１８】
　本発明にあっては、各刺激付与手段により振動刺激を付与するタイミングを制御するた
め、例えば、手首の周囲に複数の刺激付与手段を配置し、周方向に順次タイミングをずら
して振動刺激を付与することにより、実際の動きを伴わずとも手首を回すような疑似的な
運動の経験が可能となる。
【００１９】
　本発明に係るリハビリテーション支援装置は、前記運動効果器が、上肢又は下肢である
ことを特徴とする。
【００２０】
　本発明にあっては、上肢又は下肢に対する運動感覚を維持するようなリハビリテーショ
ンが可能となる。
【００２１】
　本発明に係る運動感覚生成装置は、運動効果器の運動に対する感覚を生成させる装置で
あって、運動効果器の動きを拘束する拘束具と、該拘束具により拘束された運動効果器の
骨格筋を構成する腱に対して振動刺激を付与する刺激付与手段と、前記骨格筋の収縮又は
伸張により運動効果器が動くべき方向に圧力を加える圧力印加手段とを備えることを特徴
とする。
【００２２】
　本発明にあっては、運動効果器の動きを拘束した場合であっても、運動効果器の骨格筋
を構成する腱に振動刺激を与えることにより、疑似的な運動の経験が可能となる。
【００２４】
　本発明にあっては、骨格筋を構成する腱に対して振動刺激を付与した際に運動効果器の
動きを感じる方向へ圧力を印加する。これにより被験者が感じることができる運動感覚の
強弱の制御が可能となる。
【００２７】
　本発明に係る運動感覚生成装置は、前記運動効果器が、上肢又は下肢であることを特徴
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とする。
【００２８】
　本発明にあっては、被験者の上肢又は下肢に対する運動感覚が生成される。
【発明の効果】
【００３１】
　本発明による場合は、四肢、首、腰などの運動効果器の実際の動きが伴わない場合であ
っても、骨格筋を構成する腱に振動刺激を付与することにより疑似的な運動の経験が可能
となる。そのため、ギプスなどの拘束具により拘束された段階であってもリハビリテーシ
ョンを開始することができ、長期の拘束による運動感覚の消失、運動効果器が動かないこ
との誤学習が抑制され、効果的なリハビリテーションを行うことができる。
【００３２】
　本発明による場合は、骨格筋を構成する腱に対して振動刺激を付与した際に運動効果器
の動きを感じる方向へ圧力を印加する。これにより患者が感じることができる運動感覚の
強弱の制御が可能となる。
【００３４】
　本発明による場合は、各刺激付与手段により振動刺激を付与するタイミングを制御する
ため、例えば、手首の周囲に複数の刺激付与手段を配置し、周方向に順次タイミングをず
らして振動刺激を付与することにより、実際の動きを伴わずとも手首を回すような疑似的
な運動の経験が可能となる。
【００３５】
　本発明による場合は、四肢、首、腰などの運動効果器の動きが拘束されている場合であ
っても、運動効果器の骨格筋を構成する腱に振動刺激を与えることにより、疑似的な運動
の経験が可能となる。すなわち、自分があたかも運動しているかのような運動感覚を生成
させることができるため、リハビリテーションやスポーツトレーニングなどの分野におけ
るイメージトレーニングに応用することができる。
【００３６】
　本発明による場合は、骨格筋を構成する腱に対して振動刺激を付与した際に運動効果器
の動きを感じる方向へ圧力を印加する。これにより被験者が感じることができる運動感覚
の強弱の制御が可能となる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００３９】
　以下、本発明をその実施の形態を示す図面に基づいて具体的に説明する。
　実施の形態１．
　図１は本実施の形態に係るリハビリテーション支援装置の構成を説明する模式図である
。本実施の形態に係るリハビリテーション支援装置では、外傷などにより動かない手の運
動機能（特に、手首の伸展又は屈曲運動に係る機能）を回復させるためにギプスなどの拘
束具により手の動きが拘束された段階において、手の運動感覚を維持させるようなリハビ
リテーションを行う。図中１は、外傷などを受けた手首が動かない状態に拘束するギプス
などの拘束具であり、この拘束具１の内部には腱に振動刺激を付与するための振動刺激装
置２Ａ，２Ｂが設けられている。また、振動刺激装置２Ａ，２Ｂには、これらの振動刺激
装置２Ａ，２Ｂが付与する振動刺激の振動数、大きさ等を制御するための制御装置２０が
接続されている。
【００４０】
　振動刺激装置２Ａは、具体的には、手首屈筋の腱に対して振動刺激を付与する装置であ
り、アクチュエータ、振動子などを備える。振動刺激装置２Ａは、拘束具１の内部であっ
て、皮膚上から手首屈筋の腱に対して振動刺激を与えることができるような位置に設けら
れる。手首屈筋の腱に対して付与する振動刺激は、６０～１２０Ｈｚであることが望まし
く、その振幅は６ｍｍ（±３ｍｍ）程度であることが望ましい。このような振動刺激を手
首屈筋に対して与えることにより、実際の手の動きが伴わない場合であっても、手の伸展
運動を患者に経験させることができる。
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【００４１】
　振動刺激装置２Ｂは、その構成が振動刺激装置２Ａと略同様であり、拘束具１の内部で
あって、皮膚上から手首伸筋の腱に対して振動刺激を与えることができるような位置に設
けられる。手首伸筋の腱に対して付与する振動刺激は、６０～１２０Ｈｚであることが望
ましく、その振幅は６ｍｍ（±３ｍｍ）程度であることが望ましい。このような振動刺激
を手首屈筋に対して与えることにより、実際の手の動きが伴わない場合であっても、手の
屈曲運動を患者に経験させることができる。
【００４２】
　図２は手首伸筋の腱に振動刺激を付与した際の作用を説明する説明図である。手首伸筋
に振動刺激を付与した場合、手首伸筋の内部に存在する筋紡錘が活動する。筋紡錘は通常
その筋肉（ここでは手首伸筋）が伸ばされた場合に活動するため、振動刺激で活動する筋
紡錘からの感覚情報を受け取る脳は、刺激された腱に連なる筋が伸ばされる方向の運動を
感知することとなる。すなわち、手首伸筋に振動刺激を付与した場合、脳は手首伸筋が伸
ばされる方向の運動（図中の白抜矢符で示す方向の屈曲運動）を感知する。
【００４３】
　このことは、発明者らによる機能的核磁気共鳴（ｆＭＲＩ）を用いた脳活動の測定結果
からも検証されている。図３はｆＭＲＩによる測定結果を示す模式図である。図３に示し
た模式図は、手首伸筋に対して振動刺激を付与した場合、感覚野ではなく、運動制御と密
接な関連を持つ運動領野（運動野、補足運動野）及び小脳が活性化され、実際の運動制御
と同様の興奮性パターンが得られた様子を示している。振動刺激を付与した際、実際に手
の動きを伴わず、また運動の意図がない場合であっても、運動領野及び小脳が活性化され
るため、運動錯覚を経験することができ、中枢トレーニング効果を期待することができる
。
【００４４】
　また、発明者らは運動錯覚の度合いが振動刺激の周波数に依存することを見いだしてい
る。図４は振動刺激の周波数と運動錯覚の度合いとの関係を示すグラフである。グラフの
横軸は振動刺激の周波数、縦軸は被験者が感じた運動錯覚の度合い（具体的には手首が屈
曲したと感じる感覚の強さ）を表している。このグラフから、振動刺激の周波数が８０Ｈ
ｚ付近で最も強く運動錯覚を経験することができ、６０～１２０Ｈｚの範囲で十分な運動
錯覚を経験がすることができることが分かる。
【００４５】
　以上のように、本実施の形態では、ギプスなどの拘束具により手首が動かない状態に拘
束されたリハビリテーションの初期の段階において、６０～１２０Ｈｚ（より好ましくは
８０Ｈｚ）の振動刺激を拘束された筋（骨格筋）の腱に対して与えることにより、運動錯
覚を経験させることができるため、長期の拘束による四肢を動かす感覚の消失、四肢が動
かないことの誤学習が抑制され、効果的なリハビリテーションを行うことができる。
【００４６】
　また、本装置では、自分があたかも運動しているかのような運動感覚を生成させること
ができるため、リハビリテーションだけでなく、スポーツトレーニングなどの分野におけ
るイメージトレーニングに応用することも可能である。具体的には例えば四肢が運動錯覚
を経験している方向に動いていくかのようにイメージするなどが考えられる。
【００４７】
　また、不慮の事故などにより手を失った患者に対し、残存する手首の腱を刺激すること
により、無いはずの手の動きを経験させることができ、これにより幻肢痛の緩和に役立つ
可能性がある。
【００４８】
　なお、本実施の形態では、２つの振動刺激装置２Ａ，２Ｂを用いる構成としたが、１つ
又は３つ以上の振動刺激装置を用いてもよい。また、本実施の形態では、手首の骨格筋（
手首屈筋及び手首伸筋）に対して、振動刺激を付与する構成としたが、四肢、首、腰など
の運動効果器を構成する何れの骨格筋に対しても適用し得るものである。
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【００４９】
　実施の形態２．
　実施の形態１では、骨格筋の腱に対して振動刺激を与える構成としたが、振動刺激の付
与と同時的に、患者が感じる運動を増大又は減弱する方向へ圧力を加えることにより、効
果的なリハビリテーションを行うことができる。
【００５０】
　図５は実施の形態２に係るリハビリテーション支援装置の構成を説明する模式図である
。図５に示すリハビリテーション支援装置は、実施の形態１に示した装置と同様であるが
、拘束具１の内部に手を拘束する手段と手に圧力を印加する手段としてのエアバック３Ａ
，３Ｂが内蔵されている点、及びこれらのエアバック３Ａ，３Ｂを駆動するエアコンプレ
ッサーなどの駆動源３０を備える点が実施の形態１と異なる。
【００５１】
　上述したように、振動刺激装置２Ａにより手首屈筋の腱に対して振動刺激を与えた場合
、手の伸展運動を感覚として経験させることができる。このとき、掌側のエアバック３Ａ
を作動させ、掌側から圧力を印加することにより患者が経験する伸展運動を増大させるこ
とができ、逆に手の甲側のエアバック３Ｂを作動させ、手の甲側から圧力を印加すること
により患者が経験する伸展運動を減弱させることができる。
【００５２】
　振動刺激装置２Ｂにより振動刺激を付与する場合も同様である。すなわち、振動刺激装
置２Ｂにより手首伸筋の腱に対して振動刺激を与えた場合、手の屈曲運動を感覚として経
験させることができる。このとき、手の甲側のエアバック３Ｂを作動させ、手の甲側から
圧力を印加することにより患者が経験する屈曲運動を増大させることができ、逆に掌側の
エアバック３Ａを作動させ、掌側から圧力を印加することにより患者が経験する屈曲運動
を減弱させることができる。
【００５３】
　以上のように、本実施の形態では、運動錯覚の強弱を圧力の印加により制御可能である
ため、例えば、運動錯覚を強く感じることができない患者には、運動錯覚が増大するよう
な方向に圧力を加えることで、より効果的なリハビリテーションを行うことができる。
【００５４】
　実施の形態３．
　実施の形態２では、振動刺激の付与と同時的に圧力を加えることにより、運動錯覚の強
弱を制御する構成としたが、圧力の印加に代えて視覚刺激を付与することにより、運動錯
覚の強弱を制御することも可能である。
【００５５】
　図６は実施の形態３に係るリハビリテーション支援装置の構成を説明する模式図である
。図６に示すリハビリテーション支援装置は、実施の形態１に示した装置と同様であるが
、制御装置２０の制御による振動刺激の付与に連動して映像表示装置４０に映像を表示す
る点が実施の形態１と異なる。映像表示装置４０としては、液晶ディスプレイ装置、プロ
ジェクタなど既存の表示装置を用いることができる。
【００５６】
　上述したように、振動刺激装置２Ａにより手首屈筋の腱に対して振動刺激を与えた場合
、手の伸展運動を感覚として経験させることができる。このとき、例えば、伸展運動の方
向と同じ方向に移動するようなランダムドットを映像表示装置４０に表示する。これによ
り、患者が経験する伸展運動を増大させることができる。
【００５７】
　振動刺激装置２Ｂにより振動刺激を付与する場合も同様である。すなわち、振動刺激装
置２Ｂにより手首伸筋の腱に対して振動刺激を与えた場合、手の屈曲運動を感覚として経
験させることができる。このとき、例えば、屈曲運動の方向と同じ方向に移動するような
ランダムドットを映像表示装置４０に表示する。これにより、患者が経験する屈曲運動を
増大させることができる。



(7) JP 5062586 B2 2012.10.31

10

20

30

40

50

【００５８】
　以上のように、本実施の形態では、運動錯覚の強さを視覚刺激の付与により制御可能で
あるため、例えば、運動錯覚を強く感じることができない患者には、運動錯覚が増大する
ような方向の視覚刺激を与えることで、より効果的なリハビリテーションを行うことがで
きる。
【００５９】
　実施の形態４．
　上述した実施の形態では、２つの振動刺激装置２Ａ，２Ｂを用いる構成としたが、例え
ば、手首の周囲により多くの振動刺激装置を配置し、これらの振動刺激装置による振動刺
激の付与のタイミングを制御することによって、より複雑な運動錯覚を患者に経験させる
ことができる。
【００６０】
　図７は実施の形態３に係るリハビリテーション支援装置の構成を説明する模式図である
。図７では８つの振動刺激装置２１～２８が手首の周囲に配置されており、各振動刺激装
置２１～２８により振動刺激を付与するタイミングを制御装置２０により制御する。より
具体的には、ある振動刺激装置（例えば、振動刺激装置２１）を起点に時計回り又は反時
計回りに順次所定時間ずつ振動刺激を行う。これにより、患者は手首を回すような運動錯
覚を経験することができる。
【００６１】
　図８は制御装置２０による振動刺激装置２１の制御手順を示すフローチャートである。
まず、制御装置２０は、不図示のカウンタの値ｎを１にセットする（ステップＳ１１）。
そして、ｎ番目の振動刺激装置２ｎにより振動刺激を手首の腱に対して付与する（ステッ
プＳ１２）。このとき、不図示のタイマにより刺激付与時間を計時する。
【００６２】
　次いで、制御装置２０は計時を開始してから所定時間が経過したか否かを判断する（ス
テップＳ１３）。所定時間が経過していないと判断した場合（Ｓ１３：ＮＯ）、所定時間
が経過するまで待機する。
【００６３】
　所定時間が経過したと判断した場合（Ｓ１３：ＹＥＳ）、制御装置２０は、カウンタの
値ｎを１だけインクリメントする（ステップＳ１４）。
【００６４】
　本実施の形態では、８つの振動刺激装置２１～２８が配置されているため、全ての振動
刺激装置２１～２８による振動刺激の付与が完了したか否かを判断する目的で、制御装置
２０は、ｎ＞８であるか否かを判断する（ステップＳ１５）。カウンタの値ｎが８以下で
あると判断した場合（Ｓ１５：ＮＯ）、残りの振動刺激装置による振動刺激の付与を行う
ために、制御ステップをステップＳ１２に移行させる。また、カウンタの値ｎが８より大
きいと判断した場合（Ｓ１５：ＹＥＳ）、本フローチャートによる制御を終了する。
【００６５】
　このように、本実施の形態では、周方向に順次タイミングをずらして振動刺激を付与す
ることにより、実際の動きを伴わずとも手首を回すような疑似的な運動の経験が可能とな
る。また、振動刺激装置の配置及び刺激付与のタイミングを調整することにより、より複
雑な運動を患者に経験させることも可能である。
【００６６】
　なお、本実施の形態では、８つの振動刺激装置２１～２８による刺激付与を一順で停止
する構成としたが、所定回数だけ又は所定期間だけ継続して振動刺激を与える構成として
もよいことは勿論のことである。
【００６７】
　実施の形態５．
　上述した装置を用いることにより、被験者が想像した通りに上肢又は下肢を動かすこと
ができるか否かの定量的な評価が可能となる。
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　図９は評価テストの一例を説明する説明図である。評価テストは、５秒間の休止期間の
後、５５秒間だけ手首伸筋に振動刺激を付与する。振動刺激を付与している間、屈曲運動
をイメージしていない期間（期間１及び期間３）に被験者が感じた手首の屈曲角度と、屈
曲運動をイメージしている期間（期間２）に被験者が感じた手首の屈曲角度とを計測し、
２つの屈曲角度の比を算出する。
【００６９】
　図１０はテスト結果を説明するグラフである。グラフの縦軸は、上述のようにして算出
した屈曲角度の比（期間２の屈曲角度／（期間１及び３の平均屈曲角度））を表し、横軸
はＣＭＩテストのスコアを表している。ＣＭＩテストは、一人称的運動イメージ能力をテ
ストする手法として従来より知られているものである。ＣＭＩテストでは、例えば、「足
先を閉じて気を付けの姿勢をとりなさい」、「右足を前に５０ｃｍ出しなさい」、「上体
を左へ９０度ねじりなさい」といった教示を被験者に１５問与え、全ての教示を与えた後
に、被験者に最終的な姿勢を演技させるテストであり、各問の姿勢が最終的な姿勢に含ま
れているか否かによりスコアを付けるものである。
【００７０】
　図１０に示した結果は、ＣＭＩテストのスコアが高い被験者程、屈曲運動のイメージが
錯覚運動に与える影響が大きいことを示している。このことから、一人称的運動イメージ
が明瞭な人ほど、その運動イメージが運動経験に与える影響は大きく、より現実の運動に
近いリアルな経験をすることができると結論付けられる。すなわち、運動イメージがどの
程度の影響を運動錯覚に及ぼしたかを評価することにより、個人の運動イメージ能力を客
観的に評価することができる。
【図面の簡単な説明】
【００７１】
【図１】本実施の形態に係るリハビリテーション支援装置の構成を説明する模式図である
。
【図２】手首伸筋の腱に振動刺激を付与した際の作用を説明する説明図である。
【図３】ｆＭＲＩによる測定結果を示す模式図である。
【図４】振動刺激の周波数と運動錯覚の度合いとの関係を示すグラフである。
【図５】実施の形態２に係るリハビリテーション支援装置の構成を説明する模式図である
。
【図６】実施の形態３に係るリハビリテーション支援装置の構成を説明する模式図である
。
【図７】実施の形態４に係るリハビリテーション支援装置の構成を説明する模式図である
。
【図８】制御装置による振動刺激装置の制御手順を示すフローチャートである。
【図９】評価テストの一例を説明する説明図である。
【図１０】テスト結果を説明するグラフである。
【符号の説明】
【００７２】
　１　拘束具
　２Ａ，２Ｂ　振動刺激装置　
　３Ａ，３Ｂ　エアバック
　２０　制御装置
　３０　駆動源
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